
川越市立地適正化計画見直し説明会資料

川越市 都市計画部 都市計画課
〒350-8601 川越市元町1-3-1
TEL：049-224-5945（直通）
FAX：049-225-9800

202407都市計画課資料１

まちづくり推進担当へのお問い合わせはこちら

https://www.city.kawagoe.saitama.jp/cgi-
bin/formmail/formmail.cgi?d=220010010



目次

1

１．川越市立地適正化計画の改定について

２．防災指針とは

３．防災指針の作成手順

４．災害リスク分析について

５．居住誘導区域の見直し（案）

６．防災指針の目標（案）

７．防災指針の取組方針・具体的な取組

８．今後の進め方



川越市立地適正化計画の改定について

立地適正化計画を策定した背景

2

⚫ 川越市人口推計（全市）

出典：第四次川越市総合計画（後期）
（令和5年（2023年））より作成

⚫ 一般会計歳入の推移・見通し

出典：平成29 年度川越市中期財政計画
（平成29 年（2017 年））より作成

⚫ 人口減少に加えて高齢化率が32.3％と
なり市民の３人に１人が高齢者となると
予想

⚫ 今後の市税収入の大幅な増加は
難しくなることが予想

⚫ 厳しい財政制約の下で公共施設の老朽化
の進展による維持管理費負担増の懸念

おおむね20 年後を見据え、
安心できる健康で快適な生活環境を維持し、
持続可能な都市経営を実現するために

立地適正化計画を策定



川越市立地適正化計画の改定について

立地適正化計画の概要
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川越市立地適正化計画の改定について

立地適正化計画の概要
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生活サービス機能を
維持するエリア

居住を誘導して人口
密度を維持するエリア

公共交通の計画

居住誘導区域と都市機能誘導区域の
アクセスを担保するよう定める



川越市立地適正化計画の改定について
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基本目標

市民がいつまでも暮らしやすく、訪れる人を魅了し、
だれもが住みたくなるまち川越

立地適正化計画における将来都市構造

○都心核：
・三駅（川越駅、川越市駅、本川越駅）を中心とした周辺
・北部の歴史的町並み周辺

○地域核：
・霞ケ関、南大塚、新河岸、南古谷の各駅周辺地域



川越市立地適正化計画の改定について

現行計画における川越市の都市機能誘導区域・居住誘導区域
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出典：川越市立地適正化計画
（平成30年（2018年））



川越市立地適正化計画の改定について
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改定における背景 改定のポイント

⚫ 平成29年（2017年）台風第21号や令和
元年（2019年）東日本台風により大きな
被害が発生

⚫ 今後30年以内には70％程度の確率で
首都直下地震が予測される

⚫ 国は、頻発・激甚化する自然災害に対
応するため、令和2年（2020年）に都市
再生特別措置法を改正（防災指針の作
成）

⚫ 頻発・激甚化する自然災害に対応する
ため災害リスクを踏まえた誘導区域の
設定など、都市のコンパクト化とあわせ
た防災まちづくりについて検討する必要
がある

改定のポイント① 防災指針の追加

⚫ 都市の防災に関する機能を確保する
ための指針」として立地適正化計画に
防災指針を追加

⚫ 居住誘導区域内に災害ハザードエリ
アが存在する場合には、適切な防災・
減災対策を位置づける

⚫ 居住誘導区域外に現に生活している
居住者の安全を確保するための取組
も併せて検討



川越市立地適正化計画の改定について

改定における背景 改定のポイント

⚫ 平成30年度に立地適正化計画を策定してからお
おむね５年が経過

⚫ 計画の実効性を高めるため、計画の進捗状況を
調査、分析及び評価を行い、必要に応じて計画の
見直しを行う必要がある

改定のポイント② ５年経過時の評価・見直し

⚫ 施策等については現行の市の関連計画や施策
等を踏まえて内容を更新

⚫ 計画策定当初に設定した、目標指標、目標達成
による効果について、中間評価を行った結果、数
値目標はおおむね達成

立地適正化計画の目標指標と目標達成の効果

目標指標 計画策定当初 中間評価

目標指標①：居住誘導区域における人口密度
令和22 年度（2040 年度）の居住誘導区域における人口密度

80 人／ha 以上

93.4人/ha
（平成26年度）

95.1人/ha
（令和５年度）

目標指標②：都市機能誘導区域における
都市機能誘導施設立地数

令和22 年度（2040 年度）の 都市機能誘導区域における都市機
能誘導施設立地数 平成29 年度（2017 年度）の値以上

次のページに記載 次のページに記載

目標指標③：基幹的公共交通の徒歩圏人口カバー率
令和3 年度（2021 年度） 51.2%、令和8 年度（2026 年度）51.8%

51.2％
（平成27年度）

54.7％
（令和５年度）

目標達成の効果 計画策定当初 中間評価

市域全体の地価公示価格平均値の前年度比変動率
（埼玉県地価公示価格平均値の前年度比変動率との比較）

1.1％（埼玉県：0.7％）
（平成30年度）

2.2％（埼玉県：1.7％）
（令和5年度）

市民意識調査における「日用品・食料品等の買物の便利さ」に対
する満足度（評価点）

0.83
（平成27年度）

0.97
（令和5年度）
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川越市立地適正化計画の改定について
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都市機能誘導区域における

都市機能誘導施設

都心核 地域核 計画策定当初 現在の立地数
三駅を
中心 と
し た 周
辺

北部の
歴史的
町並み
周辺

霞ケ関
駅周辺

南大塚
駅周辺

新河岸
駅周辺

南古谷
駅周辺 平成29年度

（2017年度）
令和5年度
（2023年度）

病院 ● ◇ ― ― ◇ ― 6 5

高齢者支援のための相談窓

口施設
◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ 2 3

障害者総合相談支援施設 ◇ ― ― ― ― ― 0 1

認定こども園 ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ 0 2

認可保育所 ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ 10 13

乳幼児一時預かり施設 ◇ ― ― ― ― ― 1 1

こども送迎センター ◇ ― ― ― ― ― 0 1

生涯学習施設 ◇ ― ― ― ― ― 0 0

大型スーパー ― ― ● ◇ ● ● 4 5

大型商業施設 ● ― ― ― ― ― 8 8

レクリエーション施設 ― ― ― ― ― ● 1 1

地域交流施設 ◇ ◇ ― ― ― ― 4 3

目標指標②：都市機能誘導区域における都市機能誘導施設立地数

●：維持対象とする都市機能施設 ◇：誘導対象とする都市機能施設

⇒病院、地域交流施設以外は目標値を達成



防災指針とは
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「都市の防災に関する機能を確保するための指針」

⚫ 防災指針とは

【立地適正化計画に防災指針を定める意義】
災害リスク考慮した上で誘導区域を設定し、

災害に強いまちづくりと都市のコンパクト化を併せて推進する

洪水（外水氾濫）、雨水出水（内水氾濫）
による浸水エリアは広範囲に及び、既に
市街地が形成されていることも多い

地震については、影響の範囲や程
度が及ぶエリアを特定することが
困難

地域の災害リスクを考慮した防災まちづくりの目標や具体的な取組を
防災指針に定め、居住誘導区域内外における災害リスクをできる限り
回避・低減させるために必要な、防災・減災対策の取組を進めます

⚫ 災害リスクが少しでもあるエリアを居住誘導区域から全て除くことは現実的に困難
⚫ 居住誘導区域外においても災害リスクは存在

一方で・・・



防災指針の作成手順
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STEP1 災害ハザード情報等の収集、整理

STEP2 災害リスクの高い地域等の抽出
（マクロ分析）

STEP3 地区ごとの防災上の課題の整理
（ミクロ分析）

STEP4 防災まちづくりの目標の検討

STEP5 具体的な取組、スケジュールの検討

STEP6 目標指標の検討

図 防災指針作成の流れ

防災指針とりまとめ

⚫ 以下の手順により防災指針を作成

⚫ 市内の防災上の課題を抽出するた
めの災害リスク分析を行う
➢ 市全域における災害リスク

（マクロ分析）
➢ 地区ごとの災害リスク

（ミクロ分析）

⚫ 災害リスク分析により抽出された課
題より、防災まちづくりの目標を設定

⚫ 目標達成のための具体的な取組と
その実施スケジュールを検討

⚫ 目標達成に向けて対策の進捗を図
るための数値目標を設定



災害ハザード情報
市
全
域
の
災
害
リ
ス
ク
を
把
握
（マ
ク
ロ
分
析
）

災害リスク分析について
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ハザードマップ等として公開されている各種ハザード情報を収集し、
どの地域でどのような災害リスクがあるかについて分析し

防災まちづくりの観点から課題を整理
（今回説明する対象となる災害リスクは想定しうる最大規模の災害リスク）

都市情報と重ね合わせを
行い地区ごとの災害リスク
を把握（ミクロ分析）

洪水浸水想定区域

内水浸水想定区域

土砂災害（特別）
警戒区域

地震被害想定
（揺れ、倒壊、
液状化、火災）

人口分布

家屋分布

要配慮者利用施設

防
災
ま
ち
づ
く
り
の
観
点
か
ら
課
題
整
理

地
区
ご
と
に
被
害
の

大
小
が
異
な
る
災
害

市
内
全
域
で

大
き
な
被
害

大規模盛土造成地その他

・・・ 等



市全域の災害リスク（マクロ分析：風水害）
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洪水（外水氾濫） （浸水深）

出典：荒川上流河川事務所、埼玉県の浸水想定区域図より作成



市全域の災害リスク（マクロ分析：風水害）
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雨水出水（内水氾濫）

出典：川越市内水ハザードマップより作成



市全域の災害リスク（マクロ分析：地震・火災）
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（250ｍメッシュあたりの焼失棟数率）

震度分布
全壊棟数分布

液状化危険度
焼失棟数率

（250ｍメッシュあたりの倒壊棟数率）

出典：川越市地震ハザードマップ（震度分布、全壊棟数分布、液状化危険度）
埼玉県地震被害想定調査（焼失棟数率）



地区別の災害リスク（ミクロ分析）
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⚫ 地区別の災害リスクに関する分析結果については資料２にその内容をお示ししてお
りますのでご確認ください。

⚫ 分析結果は「洪水（浸水深）・雨水出水（内水）・土砂災害」と「洪水（浸水継続時間）・
家屋倒壊等氾濫想定区域」に分けて示しています。

⚫ 地区全体の特徴と災害リスクを示しているほか、特に留意すべき災害リスクがあるエ
リアについては各エリアの災害リスクの内容を表中に記載するとともに、対応する丸
数字の位置、範囲を次のページの地図の図面上に示しています。

地区全体の特徴と災害リスク

特に留意すべき
災害リスクがあるエリア

（次のページの図面上に位置と範
囲を示す。）

図 別紙の記載内容



居住誘導区域の見直し（案）
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家屋倒壊等氾濫想定区域とは
洪水時に家屋の倒壊・流失をもたらすような氾濫が発生するおそれがある範囲

出典：国交省資料

⚫ 令和２年（2020年）に県管理河川である新河岸川流域の浸水想定区域図が更新
⚫ 新たに家屋倒壊等氾濫想定区域が市内の居住誘導区域の一部に設定

当該区域を居住誘導区域から除外



居住誘導区域の見直し（案）
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ピンクで塗られているエリアが
今回除外対象となる居住誘導区域



居住誘導区域から除外されるとどうなるか？
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「居住誘導区域」外で、以下のいずれかの開発行為又は建築等行為をしようとする場合は、
着手する30日前までに市への届出が必要となります。

（開発行為）
① 3戸以上の住宅の建築目的の開発行為。
② 1戸又は2戸の住宅の建築目的の開発行為で、その規模が1,000㎡以上のもの。

（建築等行為）
① 3戸以上の住宅を新築しようとする場合。
② 建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して３戸以上の住宅とする場合。

川越市立地適正化計画の届出の手引きはこちら

https://www.city.kawagoe.sait
ama.jp/smph/shisei/toshi_mac
hizukuri/machizukuri/toshikeika
ku/masterplan/toshikeikaku203
30.html



防災指針の目標（案）

基本目標

目標

災害に強いだれもが安心して住み続けられるまち川越

◆目標① 様々な災害に対して強いまちづくり
洪水（外水氾濫）、雨水出水（内水）、土砂災害、地震等の様々な災害
に対して、災害リスクを回避、低減していくことにより、被害の対象を
減らし、災害対応力を有する強いまちづくりを図ります。

◆目標② 災害による被害軽減のためのソフト対策の推進
災害が発生した場合に被害の軽減を図るために市民と行政の協働により
避難体制の強化、要配慮者の支援、災害情報の周知や充実などソフト面
の取組を進め、地域防災体制の強化を図ります。
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防災指針の取組方針
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⚫ 本市では風水害、地震災害において広い範囲でリスクが想定される

⚫ 市はこれまでも国・県と連携しながら河川整備や雨水対策、市街地整備など
のハード整備を進めてきているが、今回説明した災害リスクは想定最大規模
の災害リスクであり、この規模の災害に対してハード対策で全てのリスクを取
り除くことは現実的に困難

⚫ ハード対策とあわせてソフト対策を進めることで、リスクを可能な限り低減して
いくことが重要

住民一人ひとりが、地域の災害リスクを正しく把握し、
市民と行政が共働して、地域防災体制の強化のために防

災・減災の取組を進めていく必要があります。



防災指針の具体的な取組
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【具体的な取組の例】

災害種別 行政（公助） 市民（自助・共助）

各災害共通 ⚫ 地域防災計画の推進
⚫ 災害時の情報伝達手段の多
様化

⚫ 要配慮者全般の安全対策

⚫ 災害情報を把握
⚫ 防災意識の普及・高揚

風水害 ⚫ 河川整備
⚫ 遊水・貯留機能の確保・向上
⚫ 雨水流出抑制対策

⚫ 住民や要配慮者の避難計画
作成の推進

地震 ⚫ 公共建築物の耐震化
⚫ 耐震化や長寿命化によるライ
フラインの確保

⚫ 不燃化等の促進
⚫ 帰宅困難者対策
⚫ 初動消防力の強化

⚫ 一般建築物の耐震化
⚫ 空家の適切な管理



今後の進め方

23

年度 令和5(2023)年度 令和6(2024)年度

月 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

改定作業

庁内調整
・検討委員会

(委)
・作業部会(部)

●
部

●
委

●
委

●
委
部

●
委
部

●
委

外部懇談会
● ● ●

都市計画審議会
●
報告

●
諮問

●
継続
審議

●
継続
審議

●
継続
審議

●
継続
審議

●

市民意見
・説明会
・ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ

関係所属ヒアリング・意見照会

現行計画の状況
分析（目標指
標・効果等の達
成状況）

防災指針の作成
・災害ハザード

情報等の収
集、整理

・災害リスクの
高い地域等
の抽出

防災指針の作成
・地区ごとの防災上の
課題の整理

・防災まちづくりの目標の
検討

・具体的な取組、
スケジュールの検討

・目標指標の検討

素
案
作
成

原
案
作
成

原
案
（
最
終
）
作
成

改
定
版
公
表

説明会

継続審議⇒答申

パブコメ

＜改定スケジュール＞
本説明会でいただいた意見等について反映を行い、立地適正化計画の原案を作成します。
その後、パブリックコメントを実施し、今回の改定内容についてご確認いただく機会を設ける予定です。


